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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第115期

第１四半期連結
累計期間

第116期
第１四半期連結

累計期間
第115期

会計期間

自平成25年
　１月１日
至平成25年
　３月31日

自平成26年
　１月１日
至平成26年
　３月31日

自平成25年
　１月１日
至平成25年
　12月31日

売上高 （千円） 1,122,852 1,138,051 4,623,191

経常利益 （千円） 36,016 50,114 204,757

四半期（当期）純利益 （千円） 21,949 38,801 138,705

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 118,869 △32,591 465,054

純資産額 （千円） 4,008,464 4,253,813 4,326,693

総資産額 （千円） 5,894,615 6,133,933 6,170,247

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 2.36 4.19 14.93

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － - -

自己資本比率 （％） 68.0 69.3 70.1

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

 　　　　　 ておりません。

 　　 　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．「潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、輸出は横ばいで推移したものの消費税増税の駆込み需要等に

よる個人消費の拡大や大企業を中心とした企業収益の改善等を背景に、穏やかな回復基調が継続しました。

このような状況下、当社グループの売上については、ユーザーである製造業において概ね復調傾向が見られたこ

とから、増収となりました。

また、利益面においても、増収効果に加え、生産効率化の一層の推進やセールスミックス等により売上原価率を

低減させるとともに販売管理費の圧縮を図ったことから、増益となりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高1,138,051千円(前年同期比1.4%増)、営業利益40,627千円

(前年同期比88.6%増)、経常利益50,114千円(前年同期比39.1%増)となり、また四半期純利益は38,801千円(前年同期

比76.8%増)となりました。

 

　セグメントの概況は、以下のとおりであります。

（研磨布紙等製造販売事業）

当セグメントにおける当第１四半期連結会計期間の業況は、主要販売業種先である鉄鋼、自動車部品、住宅関連

業種向けが堅調であったことから、売上高は920,121千円(前年同期比1.5%増)、営業利益は17,461千円（前年同期の

営業損失は1,450千円）となりました。

 

（ＯＡ器材部材等製造販売事業）

当社グループは、複写機、ＡＴＭ、ファクシミリ、印刷機等の事務機器に組み込まれる紙送り用各種ローラー部

品を受注生産しております。

国内向新規製品の拡販による受注増により、売上高は138,285千円(前年同期比2.3%増)、営業利益は18,977千円

（前年同期比36.1%増）となりました。

 

（不動産賃貸事業）

　株式会社ダイエーに賃貸している理研神谷ビルの賃料改定により、賃貸収入は79,645千円(前年同期比1.7％減)、

営業利益は62,651千円（前年同期比2.7%減）となりました。
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 （２）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ36,314千円減少し、6,133,933千円になりまし

た。これは主に、研磨布紙等の生産設備の取得で75,526千円有形固定資産が増加しましたが、その有形固定資産の取

得による支出で現金及び預金が63,897千円減少、また一時的に円高に振れたことにより、為替換算で生じた持分法適

用関連会社の持分相当額の減少により関係会社出資金が25,565千円減少したことと、時価評価額の減少等により投資

有価証券が31,885千円減少したことによるものであります。

　負債は前連結会計年度末に比べ36,566千円増加し、1,880,120千円になりました。これは主に、約定返済が進んだ

ことにより、借入金が24,256千円減少したことと、役員の退任に伴う慰労金の支給により役員退職慰労引当金が

23,944千円減少しましたが、仕入高の増加に伴い支払手形及び買掛金が84,186千円増加したことによるものでありま

す。

 純資産は前連結会計年度末に比べ72,880千円減少し、4,253,813千円になりました。

 

 （３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は上場会社であることから、当社の株主は市場での自由な取引を通じて決定されるべきであり、当社の支配

権の移転を伴う大規模買付行為に対しても、これに応じるか否かは最終的には個々の株主の皆様の判断・意思に基

づくべきものと考えています。

　しかしながら、大規模買付行為の中には、会社経営陣との十分な協議・合意のプロセスを経ることなく、また株

主への十分な情報開示がなされることなく強行されるもの、あるいはその目的から判断して、企業価値および株主

共同の利益を毀損するおそれのあるものなどが含まれる可能性があります。

　当社は、このような当社の企業価値および株主共同の利益を毀損するような大規模買付行為を行う者は、当社の

財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

　このような考えから、当社が設定し事前に開示する一定のルール（以下「大規模買付ルール」という）に従っ

て、買付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提供し、かつ、当社取締役会のための一定の評

価期間が経過した後に限り、大規模買付行為を開始できることとする必要があると考えます。

　また、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の中長期的な確保・向上の観点から、不適切または不十分である

おそれのある大規模買付行為に対して、当社取締役会が、原則として株主の判断を仰ぎつつ、当社が設定し事前に

開示する一定の合理的なルールに従って適切と考える方策をとることも、当社株主共同の利益を守るために必要で

あると考えます。

② 基本方針の実現に資する取り組み

　当社は、当社の経営理念を定めた理研コランダム憲章に基づき、短期的または再現性を欠く成果の追求に陥るこ

となく、当社ブランドである「地球印ブランド」の更なる強化を図ること、また研磨布紙等製造販売事業とＯＡ器

材部材等製造販売事業との間の緊密な連携を推進し、競争力の源泉である「技術開発・人材開発力、顧客サービ

ス・市場開拓力」の更なる伸張を図ること、加えて株主、顧客、取引先、社員、地域社会等のステークホルダーの

皆様との円滑な関係を構築すること等によって、当社の企業価値および株主共同の利益の向上は実現されることと

なり、上記①に定める「基本方針」の実現に資するものと考えております。

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取り組みおよびその合理性

　当社は上記にかかわる取り組みとして、「買収防衛策」を導入しております。この「買収防衛策」においては、

取締役会の恣意的な判断を防止するため、大規模買付ルールの設定、防衛措置の内容と実施条件および手続き、特

別委員会の設置等に関し詳細に定めております。

 

 （４）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動は、37,226千円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成26年3月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年5月9日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,000,000 10,000,000
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数は

1,000株であ

ります。

計 10,000,000 10,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 

平成26年１月１日～

平成26年３月31日

－ 10,000,000 － 500,000 － 89,675

 

（６）【大株主の状況】

  当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　　 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

　 記載することができないことから、直前の基準日（平成25年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

  ります。

 

①【発行済株式】

平成25年12月31日現在
 

 

区分

 

 株式数（株）  議決権の数（個）  内容

 無議決権株式  　　　　　－ －  －

 議決権制限株式（自己株式等）  　　　　　－ －  －

 議決権制限株式（その他）  　　　　　－ －  －

 完全議決権株式（自己株式等）
 （自己保有株式）

普通株式　　709,000
－  －

 完全議決権株式（その他） 普通株式　9,240,000 9,240  －

 単元未満株式 普通株式　　 51,000 －   　　　　－

 発行済株式総数 10,000,000 －  －

 総株主の議決権  　　　　　－ 9,240  －

 

②【自己株式等】

平成25年12月31日現在
 

 所有者の氏名又

は名称
 所有者の住所

 自己名義所有株式

数（株）

 他人名義所有株式

数（株）

 所有株式数の合計

（株）

 発行済株式総数

に対する所有株式

数の割合（％）

（自己保有株式）

 理研コランダム㈱

 埼玉県鴻巣市

 宮前547-1
709,000 － 709,000 7.09

 計 － 709,000 － 709,000 7.09

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

　令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年１月１日から平

成26年３月31日まで）および第１四半期連結累計期間（平成26年１月１日から平成26年３月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 580,696 516,799

受取手形及び売掛金 824,760 787,220

商品及び製品 694,993 703,498

仕掛品 541,565 534,688

原材料及び貯蔵品 186,650 220,272

その他 100,507 110,413

貸倒引当金 △11,346 △11,005

流動資産合計 2,917,825 2,861,885

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,501,137 3,501,471

減価償却累計額 △2,565,361 △2,578,992

建物及び構築物（純額） 935,776 922,479

機械装置及び運搬具 1,696,902 1,784,809

減価償却累計額 △1,500,673 △1,516,363

機械装置及び運搬具（純額） 196,229 268,446

その他 783,201 809,027

減価償却累計額 △365,417 △374,637

その他（純額） 417,784 434,390

有形固定資産合計 1,549,789 1,625,315

無形固定資産 36,379 38,887

投資その他の資産   

投資有価証券 662,651 630,766

関係会社出資金 972,612 947,047

その他 50,691 48,683

貸倒引当金 △19,700 △18,650

投資その他の資産合計 1,666,254 1,607,846

固定資産合計 3,252,422 3,272,048

資産合計 6,170,247 6,133,933

 

EDINET提出書類

理研コランダム株式会社(E01185)

四半期報告書

 8/17



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 760,145 844,331

短期借入金 80,000 132,000

1年内償還予定の社債 55,400 55,400

1年内返済予定の長期借入金 241,630 205,574

未払法人税等 24,425 17,766

賞与引当金 － 35,000

その他 169,073 152,555

流動負債合計 1,330,673 1,442,626

固定負債   

長期借入金 115,400 75,200

繰延税金負債 104,669 103,432

修繕引当金 57,052 47,039

退職給付引当金 12,186 15,791

役員退職慰労引当金 124,788 100,844

長期預り金 50,000 50,000

資産除去債務 8,868 8,912

その他 39,918 36,276

固定負債合計 512,881 437,494

負債合計 1,843,554 1,880,120

純資産の部   

株主資本   

資本金 500,000 500,000

資本剰余金 98,753 98,753

利益剰余金 3,528,387 3,539,315

自己株式 △134,227 △146,643

株主資本合計 3,992,913 3,991,425

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 121,122 100,524

繰延ヘッジ損益 3,651 112

為替換算調整勘定 209,007 161,752

その他の包括利益累計額合計 333,780 262,388

純資産合計 4,326,693 4,253,813

負債純資産合計 6,170,247 6,133,933
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年３月31日)

売上高 1,122,852 1,138,051

売上原価 844,754 840,002

売上総利益 278,098 298,049

販売費及び一般管理費 256,556 257,422

営業利益 21,542 40,627

営業外収益   

持分法による投資利益 8,069 17,051

為替差益 5,358 －

助成金収入 4,706 －

その他 2,913 3,715

営業外収益合計 21,046 20,766

営業外費用   

支払利息 2,299 1,857

手形売却損 1,472 1,548

売上割引 2,785 2,785

為替差損 － 5,084

その他 16 5

営業外費用合計 6,572 11,279

経常利益 36,016 50,114

税金等調整前四半期純利益 36,016 50,114

法人税、住民税及び事業税 22,045 16,218

法人税等調整額 △7,978 △4,905

法人税等合計 14,067 11,313

少数株主損益調整前四半期純利益 21,949 38,801

四半期純利益 21,949 38,801
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 21,949 38,801

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 26,521 △20,598

繰延ヘッジ損益 △1,047 △3,539

為替換算調整勘定 7,659 △4,639

持分法適用会社に対する持分相当額 63,787 △42,616

その他の包括利益合計 96,920 △71,392

四半期包括利益 118,869 △32,591

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 118,869 △32,591

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　 受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年３月31日）

受取手形割引高 293,426千円 289,384千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結

累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日）

減価償却費 39,241千円 41,275千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年３月31日）

 配当金支払額

 

 （決議）
 株式の種類

 配当金の総額

　　（千円）

 1株当たり

配当額(円)
　 　 基準日  　効力発生日  配当の原資

 平成25年3月26日

 定時株主総会

 普通株式

 

27,876

 

3

 

 平成24年12月31日

 

 平成25年3月27日

 

 利益剰余金

 

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）

 配当金支払額

 

 （決議）
 株式の種類

 配当金の総額

　　（千円）

 1株当たり

配当額(円)
　 　 基準日  　効力発生日  配当の原資

 平成26年3月27日

 定時株主総会

 普通株式

 

27,872

 

3

 

 平成25年12月31日

 

 平成26年3月28日

 

 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自　平成25年１月１日　至　平成25年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２ 

研磨布紙等
製造販売事業

OA器材部材等
製造販売事業

不動産
賃貸事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 906,738 135,114 81,000 1,122,852 － 1,122,852

セグメント間の内部売上高又
は振替高

－ － － － － －

計 906,738 135,114 81,000 1,122,852 － 1,122,852

セグメント利益又は損失 △1,450 13,948 64,421 76,919 △55,377 21,542

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△55,377千円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

　　　 全社費用は、主に連結財務諸表提出会社本社の管理部門に係る費用であります。

　　 ２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２ 

研磨布紙等
製造販売事業

OA器材部材等
製造販売事業

不動産
賃貸事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 920,121 138,285 79,645 1,138,051 － 1,138,051

セグメント間の内部売上高又
は振替高

－ － － － － －

計 920,121 138,285 79,645 1,138,051 － 1,138,051

セグメント利益 17,461 18,977 62,651 99,089 △58,462 40,627

(注) １．セグメント利益の調整額△58,462千円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

　　　 全社費用は、主に連結財務諸表提出会社本社の管理部門に係る費用であります。

　　 ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

　　　　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

（有価証券関係）

　　　　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年１月１日

至　平成25年3月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年１月１日

至　平成26年3月31日）

　　１株当たり四半期純利益金額 2円36銭 4円19銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 21,949 38,801

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 21,949 38,801

普通株式の期中平均株式数（株） 9,291,752 9,258,767

　(注）潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年5月8日

理研コランダム株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 杉本　茂次　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大野　開彦　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている理研コランダム

株式会社の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年１月１日か

ら平成26年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年１月１日から平成26年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、理研コランダム株式会社及び連結子会社の平成26年３月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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